
 

議案第１９号 

 

 

 

 

 

三宅町企業立地促進条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 

 

 三宅町企業立地促進条例（平成25年6月三宅町条例第44号）の一部を改正する

条例を別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

平成２９年３月１０日提出  

三宅町長   森田 浩司  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



三宅町企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 

 

 

  三宅町企業立地促進条例（平成25年6月三宅町条例第44号）の一部を次のように改

正する。 

 

 

第２条第１項第７号中「常時勤務の従業員」を「常用雇用者」に改め、「ある従業員」を

「、雇用期間の定めのない従業員」に改め、同項に次の各号を加える。 

(8) 準常用雇用者 雇用期間の定めがある労働契約を締結し、雇用される従業員（労働者

派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60 年法律第

88 号）第 2条第 3号に規定する労働派遣事業を行う事業者に雇用され、同法第 26 条第

1 項に規定する労働者派遣契約に基づき当該事業所に派遣される者。）であって、雇用

保険法第 4 条第 1 項に規定する被保険者をいう。ただし、短時間労働者の雇用管理の

改善等に関する法律(平成 5年法律第 76号)第 2条に規定する短時間労働者を除く。 

 (9) 短時間労働者 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律(平成 5 年法律第 76

号)第 2 条に規定する短時間労働者であって、雇用保険法第 4条第 1項に規定する被保

険者をいう。 

(10) 緑地 対象事業者が、事業所の緑地化、環境保全等を目的とし、事業所地内に配置し

た緑地をいう。 

(11) 耐用年数 減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和 40 年大蔵省令第 15 号)第 1

条に定める耐用年数をいう。 

 

 第３条第１項に次の各号を加える。 

(4) 治水対策奨励金 

(5) 給水装置設置奨励金 

(6) 環境施設奨励金 

(7) 緑地保全奨励金 

(8) 企業立地奨励品交付奨励金 

 

第４条第１項第３号中「常時勤務の従業員」を「常用雇用者」に改め、同条第２項中「第

３号」を「第７号」に改め、同項第１号中「後６月」を「後１年」に、「常時勤務の従業員」

を「従業員（第２条第７号、第８号及び第９号の被雇用者をいう）」に改め、同項に次の各

号を加える。 

(3) 治水対策奨励金 事業所の敷地内に、雨水を貯留し、及び浸透する施設であって規則

で定めるものを事業開始日の前日までに設置しているもの 

(4) 給水装置設置奨励金 事業所の新設等をする場合において、三宅町水道給水条例(昭

和42年三宅町条例第16号)第10条の規定による給水装置の新設（口径の変更を含む。）

の承認を受け、現に水道を使用しているもの 

(5) 環境施設奨励金 事業所が環境保全を目的とした施設で、規則で定めるものを事業開

始日の前日までに設置しているもの 
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(6) 緑地保全奨励金 事業所の敷地内に、環境保全等を目的として、規則で定めるものを

事業開始日の前日までに設置しているもの 

 

第４条に次の１項を加える。 

3 前条第 1項第 8号に定める奨励措置を受けることができる対象事業者は、同項 1号の企

業立地奨励金の交付を受ける者であって次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 事業所の新設かつ本社機能の移転であること。 

(2) 工場立地法に基づく特定工場の要件に該当すること。 

(3) 投下固定資産の総額が３億円以上であること。 

(4) 常用雇用者を１０人以上雇用していること。 

(5) 奨励品は事業所で所有、使用するもので、規則で定めるものを事業開始日の前日ま

でに購入しているものであること。 

(6) 操業開始日から起算して奨励品の耐用年数が経過する日までの間継続して操業が

行われる見込みであること。 

(7) 奨励品の耐用年数が経過する日までの間において、町長がやむを得ないと認めた場

合を除き、売却、譲渡その他の方法により奨励品の所有権を移転させ、奨励品に担

保物権を設定し、又は奨励品を廃棄処分しないこと。 

 

 第５条中「第３号」を「第８号」に改める。 

 

第８条第１項第２号中「町税」を「町税等」に改める。 

 

 第９条中「３号」を「第８号」に改める。 

 

第１０条の見出しを「その他」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、平成 29年 4 月 1日から施行する。 

（経過措置） 

2 改正後の三宅町企業立地促進条例の規定は、この条例の施行の日以後に届出をする事業

者から適用し、同日前に届出をした事業者については、なお従前の例による。 
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   三宅町企業立地促進条例  新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 

（定義） 

第 2条 （略） 

(1)～(6) （略） 

(7) 常用雇用者 雇用保険法(昭和 49年法律第 116 号)第 4条第 1項に規

定する被保険者で、雇用期間の定めのない従業員をいう。ただし、短

時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律(平成 5 年法律第 76 号)

第 2 条に規定する短時間労働者を除く。 

(8) 準常用雇用者 雇用期間の定めがある労働契約を締結し、雇用され

る従業員（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護

等に関する法律（昭和 60年法律第 88 号）第 2条第 3号に規定する労

働派遣事業を行う事業者に雇用され、同法第 26 条第 1 項に規定する

労働者派遣契約に基づき当該事業所に派遣される者。）であって、雇

用保険法第 4条第 1項に規定する被保険者をいう。ただし、短時間労

働者の雇用管理の改善等に関する法律(平成 5 年法律第 76 号)第 2 条

に規定する短時間労働者を除く。 

(9) 短時間労働者 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律(平

成 5年法律第 76 号)第 2条に規定する短時間労働者であって、雇用保

険法第 4条第 1項に規定する被保険者をいう。 

(10) 緑地 対象事業者が、事業所の緑地化、環境保全等を目的とし、事業

所地内に配置した緑地をいう。 

(11) 耐用年数 減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和 40 年大蔵

省令第 15号)第 1 条に定める耐用年数をいう。 

 

（奨励措置） 

第 3条 （略） 

(1)～(3)  （略） 

(4) 治水対策奨励金 

 

（定義） 

第 2条 （略） 

(1)～(6)  （略） 

(7) 常時勤務の従業員 雇用保険法(昭和 49 年法律第 116 号)第 4 条第 1

項に規定する被保険者である従業員をいう。ただし、短時間労働者の雇

用管理の改善等に関する法律(平成 5 年法律第 76 号)第 2 条に規定する

短時間労働者を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（奨励措置） 

第 3条 （略） 

(1)～(3)  （略） 

(4) 治水対策奨励金 



 

 

(5) 給水装置設置奨励金 

(6) 環境施設奨励金 

(7) 緑地保全奨励金 

(8) 企業立地奨励品交付奨励金 

 

（奨励措置を受けることができる対象事業者の要件） 

第 4条 （略） 

(1)～(2)  （略） 

(3) 常用雇用者を 3人以上雇用していること。 

(4)～(5)  （略） 

2 前条第 1 項第 2 号から第 7 号に定める奨励措置を受けることができる

対象事業者は、同項 1号の企業立地奨励金の交付を受ける者であってそ

れぞれ次の各号の要件に該当するものとする。 

(1) 雇用促進奨励金 事業所の事業を開始した日(以下「事業開始日」と

いう。)の前 6 月から事業開始の日後 1 年までに雇用された者で、雇

用開始の日から 1年を経過した日まで引き続き町内に住所を有し、継

続して雇用されている従業員（第 2条第 7号、第 8号及び第 9号の被

雇用者をいう）を雇用しているもの 

(2) （略） 

(3) 治水対策奨励金 事業所の敷地内に、雨水を貯留し、及び浸透する

施設であって規則で定めるものを事業開始日の前日までに設置して

いるもの 

(4) 給水装置設置奨励金 事業所の新設等をする場合において、三宅町

水道給水条例(昭和 42 年三宅町条例第 16 号)第 10 条の規定による給

水装置の新設（口径の変更を含む。）の承認を受け、現に水道を使用

しているもの 

(5) 環境施設奨励金 事業所が環境保全を目的とした施設で、規則で定

めるものを事業開始日の前日までに設置しているもの 

(6) 緑地保全奨励金 事業所の敷地内に、環境保全等を目的として、規

則で定めるものを事業開始日の前日までに設置しているもの 

3 前条第 1 項第 8 号に定める奨励措置を受けることができる対象事業者

は、同項 1号の企業立地奨励金の交付を受ける者であって次の各号のい

(5) 給水装置設置奨励金 

(6) 環境施設奨励金 

(7) 緑地保全奨励金 

(8) 企業立地奨励品交付奨励金 

 

（奨励措置を受けることができる対象事業者の要件） 

第 4条 （略） 

(1)～(2)  （略） 

(3) 常時勤務の従業員を 3人以上雇用していること。 

(4)～(5)  （略） 

2 前条第 1 項第 2 号から第 3 号に定める奨励措置を受けることができる

対象事業者は、同項 1号の企業立地奨励金の交付を受ける者であってそ

れぞれ次の各号の要件に該当するものとする。 

(1) 雇用促進奨励金 事業所の事業を開始した日(以下「事業開始日」と

いう。)の前 6 月から事業開始の日後 6 月までに雇用された者で、雇

用開始の日から 1年を経過した日まで引き続き町内に住所を有し、継

続して雇用されている常時勤務の従業員を雇用しているもの 

 

(2) （略） 

(3) 治水対策奨励金 事業所の敷地内に、雨水を貯留し、及び浸透する

施設であって規則で定めるものを事業開始日の前日までに設置して

いるもの 

(4) 給水装置設置奨励金 事業所の新設等をする場合において、三宅町

水道給水条例(昭和 42 年三宅町条例第 16 号)第 10 条の規定による給

水装置の新設（口径の変更を含む。）の承認を受け、現に水道を使用

しているもの 

(5) 環境施設奨励金 事業所が環境保全を目的とした施設で、規則で定

めるものを事業開始日の前日までに設置しているもの 

(6) 緑地保全奨励金 事業所の敷地内に、環境保全等を目的として、規

則で定めるものを事業開始日の前日までに設置しているもの 

3 前条第 1 項第 8 号に定める奨励措置を受けることができる対象事業者

は、同項 1号の企業立地奨励金の交付を受ける者であって次の各号のい
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ずれにも該当するものとする。 

(1) 事業所の新設かつ本社機能の移転であること 

(2) 工場立地法に基づく特定工場の要件に該当すること 

(3) 投下固定資産の総額が３億円以上であること。 

(4) 常用雇用者を１０人以上雇用していること。 

(5) 奨励品は事業所で所有、使用するもので、規則で定めるものを事業

開始日の前日までに購入しているものであること。 

(6) 操業開始日から起算して奨励品の耐用年数が経過する日までの間継

続して操業が行われる見込みであること。 

(7) 奨励品の耐用年数が経過する日までの間において、町長がやむを得

ないと認めた場合を除き、売却、譲渡その他の方法により奨励品の所

有権を移転させ、奨励品に担保物権を設定し、又は奨励品を廃棄処分

しないこと。 

 

（届出） 

第 5条 第 4条に定める要件に該当することより第 3条第 1項第 1号から第

8 号に規定する奨励措置を受けようとする対象事業者は、規則に定める日

までに当該要件に該当する旨を町長に届け出なければならない。 

 

（奨励措置の取消し等） 

第 8条 （略） 

(1) （略） 

(2) 町税等を滞納したとき。 

(3)～(5) （略） 

 

（報告及び立入調査） 

第 9条 町長は、特に必要があると認めたときは、第 3条第 1項第 1号から

第 8号に規定する奨励措置を受け、又は受けようとする対象事業者に対し

て必要な報告を求め、又は事業所への立入調査を行うことができる。 

 

（その他） 

第 10 条 （略） 

ずれにも該当するものとする。 

(1) 事業所の新設かつ本社機能の移転であること 

(2) 工場立地法に基づく特定工場の要件に該当すること 

(3) 投下固定資産の総額が３億円以上であること。 

(4) 常用雇用者を１０人以上雇用していること。 

(5) 奨励品は事業所で所有、使用するもので、規則で定めるものを事業

開始日の前日までに購入しているものであること。 

(6) 操業開始日から起算して奨励品の耐用年数が経過する日までの間継

続して操業が行われる見込みであること。 

(7) 奨励品の耐用年数が経過する日までの間において、町長がやむを得

ないと認めた場合を除き、売却、譲渡その他の方法により奨励品の所

有権を移転させ、奨励品に担保物権を設定し、又は奨励品を廃棄処分

しないこと。 

 

（届出） 

第 5条 第 4条に定める要件に該当することより第 3条第 1項第 1号から第

3 号に規定する奨励措置を受けようとする対象事業者は、規則に定める日

までに当該要件に該当する旨を町長に届け出なければならない。 

 

（奨励措置の取消し等） 

第 8条 （略） 

(1) （略） 

(2) 町税を滞納したとき。 

(3)～(5) （略） 

 

（報告及び立入調査） 

第 9条 町長は、特に必要があると認めたときは、第 3条第 1項第 1号から

3 号に規定する奨励措置を受け、又は受けようとする対象事業者に対して

必要な報告を求め、又は事業所への立入調査を行うことができる。 

 

（委託） 

第 10条 （略） 
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